
事業番号：8月19日（土）④

評価結果 役割分担見直し

事業レビューにおいて発言のあった主な意見

【委員の意見】
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【役割分担見直し】
・市町村主体で実施し、県は取りまとめでよいのではないか。

【行政の関与不要】
・人口減少や少子高齢化対策は、三世代同居の推進、Uターン者への支援で良く、都市部から人材
を受け入れるより、同居・近居で助け合うべき。今ある環境を大切にしたらよいのではないか。

【現行どおり・拡充】
・メインは国・市町村であっても県でまとめて従来のような交流・相談を行う場をつくっていくのはよい
と思う。

【一部改善】
・県外からきて、コミュニティに入るまでが大変。OBの方や同じ思いの方と話ができるサポートは重
要。隊員と地域の信頼関係が上手くいけば、地域の活性化、新しい風が吹く。この事業は中山間地
域にとって大切。

【抜本的改善】
・隊員同士のつながりの場を設けることは市町村だけでは困難だと思うので、県で継続してほしい。
ただ、県の役割は必要なものにとどめ、PR等は市町村に任せればよいのではないか。

・役割分担を図るため国・県・市町村で協議が必要ではないか。
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・基本的なサポートは市町村に任せたほうが良い。研修等で県がまとめて実施したほうが効率的で
あれば、継続して県でやっても良いと思う。
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令和５年度官民協働事業レビューにおける意見・評価
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・例えばOB、OGのネットワークを作り、支援はそこに任せて、県事業を縮小していくのが良いのではないか。

　特になし

担当部局・担当課名：地方創生局中山間地域対策課

事業名

・定着率にこだわることはないのではないか。フォローする体制を作るのが大事。

・あくまでも実施主体は市町村であり、県としてやらなくても良いことがあるのではないか。

・県がやる事業として、やり過ぎでもないし、足りないということもないと感じる。
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担当部局・担当課名：地方創生局中山間地域対策課

事業名 地域おこし協力隊定着率向上対策事業

【県の対応】

役割分担見直し

R6当初予算
（要求額）

4,720（千円） R5当初予算 14,907（千円）
増減額

    ▲10,187（千円）

増減理由

当初予算編成プロセスの見える化

要求額 前年度予算額 14,907（千円）
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積算内訳

予算額
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算 予算編成過程に

おける議論
レビューにおける意見を踏まえ、国や市町村との役割分担を踏まえた見直しが
行われている。
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案

4,720千円
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4,720（千円）

隊員の県内移住・県内定着の促進による地域の活性化

事業内容

①市町村担当職員向け研修
　全国の自治体の中から選ばれる魅力的な募集企画の作成等を支援

②隊員向けのサポート（OBOGネットワークに委託）
　・活動の充実や将来設計に役立つノウハウ等を学ぶ研修の実施
　・隊員同士等の交流機会の創出
　・隊員・OBOG等の活動を支援する相談窓口の設置
　
③顕著な取組みを行った隊員の表彰

①490千円、②3,900千円、③330千円

令和６年度
当初予算
での対応

県外の移住セミナー等への出展・PRや、隊員受入れ市町村へのアドバイザー派
遣など市町村主体の取組みへの移行や、国制度が活用可能なふるさと納税活
用のクラウドファンディングの廃止に伴う減

今後の
対応方針

事業内容見直し（一部事業廃止を含む）

○国や県、市町村の役割を整理し、市町村が実施し得る取組みは、市町村主体に見直し、廃止
○一方で、国は地域おこし協力隊の隊員数を令和８年度までに1万人（現在約6,400人）に増やすこと
を目標に県の隊員及び受入れ自治体へのサポートの強化を求めていることや、隊員の主たる年齢
層である20～30歳代の人口は全国的に減少しており、今後、本県における隊員の応募状況はさらに
厳しくなると考えられることから、県の役割として実施する取組みは充実・強化する。


